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地域経済を支える小規模事業者等へのインボイス制度の影響把握を求

める意見書  

 

物価高騰、資材価格の上昇、人手不足、賃上げへの対応などにより、

中小企業・小規模事業者・個人事業主を取り巻く経営環境は厳しさを増

している。特に、価格転換が十分に進まない事業者にとっては、仕入れ

や人件費の状況が経営を圧迫する大きな要因となっている。  

 こうした中、２０２３年１０月からインボイス制度が開始され、これ

まで免税事業者であった小規模事業者やフリーランスの中には、取引継

続のために課税事業者となり、新たに消費税の申告・納税や事務負担を

負うことになった事業者も発生している。また、免税事業者のままでい

る場合でも、取引先との関係において、他交渉や取引継続への不安を抱

える声も聞かれている。  

 帝 国 デ ー タ バ ン ク の 調 査 で は 、 ２ ０ ２ ５ 年 度 休 廃 業 ・ 解 散 は      

６７，９４９件で、過去１０年では２０２４年に次いで２番目に多い水

準 と なっ た 。 「 イ ン ボイ ス 制 度 を 考 える フ リ ー ラ ン スの 会 」 に よ る

２０２５年調査でも示されたようにインボイス制度による消費税負担や、

事務負担、価格転嫁の困難さをより多く抱える小規模事業者の経営環境

が厳しい状況にある事も明らかである。  

 そこで以下のことを関係機関に要請する。  

記  

１  インボイス制度による小規模事業者等への影響を政府として調

査・検証すること。  

２  調査をもとに、小規模事業者の実態に即し、必要な制度改正を行

うこと。  

３  「２割特例」（売り手向け）や「８割控除」（買い手向け）など、

インボイス制度導入に伴う小規模事業者の経済的ダメージを緩和す

るための負担軽減措置の要件拡大を図ること。  

４  適格請求書発行事業者以外の者（消費者、免税事業者又は登録を

受けていない課税事業者）からの課税仕入れに対する仕入税額控除

について経過措置を延長し、控除率を引き上げること。  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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